
令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年06月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 228 就労支援雇用安定事業
政策 快適で暮らしやすいまち

この事務事業
施策 多様な世代の定住・移住を促進しよう

の位置
基本事業 雇用対策

主管課名 産業振興課 課長名 原田　久三
この事務事業の開始時期 平成27(2015)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 労働契約法、雇用対策法、男女雇用機会均等法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

国、愛知県等と協力し雇用の確保と改善、働く人たち 若年労働力の減少・労働力の高齢化が進む中、ニート
の安全で安心して働ける環境づくり、少子・高齢化等 等若者を対象とした人材確保対策を展開し、若年者の
が進行する中での多様な働き方の実現を支援する。 就業支援による労働力確保が必要。
「SDGsの取り組み：8､12」 就労支援センターの利用で就職者が増えることにより

、就労所得から市税が増え、福祉支援支出を減らすこ
とができる。
労働者が増えることにより事業所の生産性を向上させ
ることができる。

愛知

令

県、愛知労働局と協力

和

し、全ての仕事を求め

 

る人へ就職情報の提供

5

をした。
R4年度に実

年

施した具体的な 職業相

度

談、就職紹介をした。

（

事業の方法、手順、指

4

標に対す 就労支援セミ

年

ナーを開催した。
る成

度

果等

事務事業を取り巻

実

く状況は過去と比べ変

施

化しているか (1)活

分

動指標（事務事業の活

）

動量を表す指標）

女性

事

の相談件数が増加して

務

いる。 名称 単位
① 就労

事

支援センター来所者数

業

人
変 化

②
内 容

対象

目

(この事業の対象、範

的

囲となる人、物) (2

評

)対象指標（対象の大

価

きさを表す指標）

市民

表

、求職者 名称 単位
① 人

様

口（15歳以上） 人
②

式

目的(この事業によっ

1

て上記対象をどのよう

-

な状態にしたいのか)

1

(3)成果指標（目的

記

の達成度を示す指標）

入

求職者が就職できるよ

日

う支援をする。 名称 単

令

位
① 有効求人倍率（ハ

和

ローワーク豊田管内）

0

％
② 就労支援セミナー

5

開催 回

結果(上位基本

年

事業の意図) (4)結

0

果の成果指標（上位基

6

本事業の成果指標）

雇

月

用を促進する。 名称 単

0

位
① 就職者数 人
②

事務

6

事業の各種指標の実績

日

と見込及び目標

R3年

１

度 R4年度 R4年度 R

事

5年度 R6年度 R7年

務

度 R8年度
指標 ＼ 

事

年度 単位
実績値 計画値

業

実績値 計画値 目標値 目

の

標値 目標値
(1)の ①

現

人 4,103 4,15

状

0 3,706 4,20

　

0 4,200 4,20

Ｐ

0 4,200
活動指標

Ｌ

②
(2)の ① 人 52,

Ａ

236 52,870 5

Ｎ

2,498 52,88

及

2 53,146 53,

び

470 53,794
対

Ｄ

象指標 ②
(3)の ① ％

Ｏ

0.87 1.25 1.

事

04 1.3 1.35 1

務

.4 1.45
成果指標

事

② 回 9 12 12 12 1

業

2 12 12
(4)の結

名

果の ① 人 236 230

N

195 240 250 2

o

50 250
成果指標 ②

.

予算費目 会計 01 一

2

般会計 款 05 項 01 目

2

01

コスト 年度 R3年

8

度 R4年度 R4年度 R

就

5年度 R6年度 R7年

労

度 R8年度
実績値 計画

支

値 実績値 計画値 目標値

援

目標値 目標値
事業費(

雇

決算又は予算額)Ａ 単

用

位 10,252 13,

安

160 10,517 1

定

2,613 12,32

事

1 12,289 12,

業

277

財
源
内
訳

 国庫

政

支出金 千円 0 0 0 0 0

策

0 0
 県支出金 千円 0

こ

1,200 0 750 7

の

50 750 750
 地

事

方債 千円 0 0 0 0 0 0

務

0
 その他 千円 187

事

189 193 203 1

業

96 196 196
 一

施

般財源 千円 10,06

策

5 11,771 10,

の

324 11,660 1

位

1,375 11,34

置

3 11,331
人件費

基

Ｂ 千円 2,172 2,

本

172 7,231 7,

事

672.9 7,672

業

.9 7,672.9 7

主

,672.9
正職員従

管

事時間×人数 時間×人

課

200× 3 200× 3

名

800× 2 565× 3

課

565× 3 565× 3

長

565× 3
正職員以外

名

の人件費 千円 0 0 1,

こ

439 1,537 1,

の

537 1,537 1,

事

537
その他の費用Ｃ

務

千円 0 0 42 0 0 0 0

事

トータルコストA+B

業

+C 千円 12,424

の

15,332 17,7

開

90 20,285.9

始

19,993.9 19

時

,961.9 19,9

期

49.9
単位あたりコ

事

スト ① 千円/人 0.2

務

0.3 0.3 0.4 0

区

.4 0.4 0.4
（ﾄ

分

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

法

の対象指標）② 千円/

定

0 0 0 0 0 0 0

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

等による環境変化 □ あ

業

る
に伴い、目的を見直

名

す（目
その理由

的の追

N

加・拡充又は絞込）

必

o

要はありませんか？ ■

.

ない

有
効
性

みよし市就

2

労支援センターの利用

2

者を増やす。
今以上に

8

事業の成果を向上

させ

就

る方法を記入して下さ

労

い。 内　容
※(3)の

支

成果指標を向上させる

援

　ことはできますか？

雇

地域住民の生活の安定

用

と再就職者の増加。
目

安

的達成状況 内　容

□民

定

間への一部委託 □民間

事

への全部委託
市関与の

業

必要性 □指定管理 □補

２

助金・負担金助成 ■市

評

の直営
内　容

　（実施

価

手法） 愛知県、愛知労

　

働局と協力して情報提

Ｃ

供。

効
率
性

統廃合は出

Ｈ

来ない。
事務事業の統

Ｅ

廃合により、

事業の効

Ｃ

率化を図り、成果
内　

Ｋ

容
を向上させる方法を

目

記入し

て下さい。

現状

的

より、事業費・人件費

妥

の削減は出来ない。
現

当

状より事業費・人件費

性

を

削減する方法を記入

こ

して下

さい。（仕様の

の

変更、外部 内　容
委託

事

、従事時間の削減等は

業

できないか？)

公
平
性

の

直接的な受益者はなし

必

□ ある □ 現状で適正
受

要

益者負担はありますか

性

？

また、受益者負担割

は

合は適 □ ない □ 検討が

薄

必要 内　容
正ですか？

れ

■ 受益者がいない

３
改

て

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

得

Ｎ

障がい者、外国人な

ら

どの就労相談は より身

れ

近な場所で継続的に支

て

援を行
事業実施上の課

い

題、住 、ハローワーク

る

に出向かないといけ う

い

ことが必要。
民・議会

ま

等からの意見 意　見 な

せ

い。 対応策
と対応策

愛

ん

知県、愛知労働局と協

か

力し、就職 変更・追加

。

なし
R5年度の事業計

十

画は前 変　更
情報の提

分

供をした。
年度から変

な

更・追加は 前年度 ・
職

成

業相談、就職紹介をし

果

た。
あるか 追　加

就労

が

支援セミナーを開催し

理

た。

今後の事業・コス

　

ト・成果の方向性 今後

由

の事業の方向性、改革

得

・改善案
※今年度から

ら

の具体的な事業の進め

れ

方、手段の見直し等、

て

各方向性の内容

　　　

い

　　　　　　□　拡大

ま

愛知労働局と協力し、

す

職業相談及び職業紹介

か

、就労支
　　　　　　

？

　　　□　改善 援セミ

得

ナーを行い、総合的な

ら

就労支援サービスを実

れ

施
　　　　　　　　　

て

■　現状維持 する。
　

い

　　　　　　　　□　

な

縮小 就職に悩む若者の

い

ための職業相談を月に

事

２回開催する
　　　　

業

　　　　　□　統合 。

進

　　　　　　　　　□

展

　完了
　　　　　　　

等

　　□　廃止・休止
コ

に

ストの方向性
　　　　

よ

　　　　　→　維持
成

る

果の方向性
　　　　　

環

　　　　→　維持

2

境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 228 就労支援雇用安定事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

若者、子育て中の女性、高齢者、生活支援を必要とする者等
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

、地域住民の生活の安定・再就職の促進を図っている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来

様

ない。
事業進展等によ

式

る環境変化
□ ある

に伴

1

い、対象を見直す（拡

-

その理由
大・縮小）必

2

要はありませ
■ ない

ん

事

か？

目的を見直すこと

務

は出来ない。
事業進展


